
企業版ふるさと納税の概要



企業版ふるさと納税 とは

● １回当たり１０万円以上のご寄附が対象となります。

● 島原市外に本社（地方税法における「主たる事務所又は事業所」）がある法人が

対象となります。

● 青色申告書を提出している法人が対象となります。

● 寄付を行うことの代償として経済的な利益を受け取ることは禁止されていますので、

返礼品等はありません。

＜ご寄附の要件など＞

①



企業版ふるさと納税 全国の市場推移

2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

受入額 受入件数

７．４億円

５１７件

２３．５億円

１２５４件

３４．７億円

１３５９件 １３２７件

２２５．７億円

２２４９件

３３．８億円

２０２１年

４９２２件

110．1億円

２０２０年４月に税制改正が行われ

最大９割 の税の軽減効果
対前年比 約２．１倍の寄付額

※令和４年８月２６日 内閣府地方創生推進事務局発表資料から作成 ②



税額控除額の考え方

③

大分類 上限基準（内閣府公表資料から） 計算の考え方

法人住民税分
（地方税）

寄付額の４割

法人住民税法人税割額の２０％

法人税分
（国税）

寄付額の１割

法人税額の５％

法人住民税で４割に達しなかった場合に、
その残額

法人事業税分
（地方税）

寄付額の２割

法人事業税額の２０％

いずれか

小さい方

いずれか

小さい方

いずれか

小さい方

＝控除額

⊕

⊕

【参考】企業版ふるさと納税を活用した地域課題解決ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ「river」https://cpriver.jp/companies

「税目ごとの最小値」の合計＝控除額



キャッシュフローの比較例

④【参考】企業版ふるさと納税を活用した地域課題解決ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ「river」https://cpriver.jp/companies

「寄付ナシの場合」と「企業版ふるさと納税での寄付有りの場合」を比較

寄付ナシの場合 寄付有りの場合 差額

① （寄付前）課税所得 5,000万円 5,000万円 0万円

② 寄付額 0 50万円 50万円

③ （寄付後）課税所得 5,000万円 4,950万円 ▲50万円

④ 法人税等（③×30％） 1,500万円 1,485万円 ▲15万円

⑤ 税額控除（上限計算結果より） 0 30万円 30万円

⑥ 納税額（④-⑤） 1,500万円 1,455万円 ▲45万円

⑦ 外部支出額（②+⑥） 1,500万円 1,505万円 5万円

⑧ 手元キャッシュ（①-⑦） 3,500万円 3,495万円 ▲5万円

【前提条件】・寄付前課税所得5,000万円、寄付金額50万円／・法人税等実効税率30％（計算を簡略化するため）

寄付金を５０万円支出しても、納税額で４５万円の節税効果！実際の支出は５万円！



企業さまのメリット

⑤



寄付上限額（目安）シミュレーションサイトのご紹介

■企業版ふるさとチョイス
『企業版ふるさと納税の寄付上限額（目安）シミュレーション』
https://www.furusato-tax.jp/enterprise/simulation

⑥

※税額控除に伴う節税メリットを最大限活用できる寄付金額を算定するには、寄付を
する事業年度での課税所得の状況や、各税目にて規定される控除上限、各年度の
税制改正に基づく国税・地方税の税率に応じた計算が必要ですので、
企業様ごとの詳細は顧問税理士等にご確認ください。

■ふるコネ 『税控除シミュレーション』
https://furu-con.jp/info/simulator


